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　前回までに，グローバル化時代において「地域」を理解するための前提となる「環境変
化」について検討を行ってきた。そこでは地域ガバナンスを考える上で，現状不十分では
あるが，「地域資源動員」論が有効であることを示した。
　以前「地域資源動員」論が検討した時には，その地域は国家内の地域を想定していた。
世界社会の視野から見れば，国家もいわば一つの地域とみることができる。近代世界の歴
史を見ると，国民国家の単位でその内部資源をいかに有効に活用し，発展していくかがこ
れまで競われてきたということでもある（もちろんこの歴史の中には，自らの内部資源が
不足しているために，他国を侵略し，植民地にしたという歴史も含まれる）。これが国家
レベルでのレギュラシオン（調整）ということになる。
　しかし，この状況はグローバル化時代において，変化をもたらし始めた。世界社会の動
向が直接間接に地域に影響する時代である。地域社会へのグローバリゼーションの影響に
ついて，次の三点について整理してみたい。
　①地域社会への影響
　②国家と地域との関係の変化
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　③地域社会のガバナンスの変化
〈地域社会への影響〉
　グローバリゼーションが地域社会へ直接・間接に与えている影響は，国ごとの資本主義
の発展段階やその地域特性によって異なる。しかし，その前に考えておかなければならな
いのは，絶対的条件としての「社会的空間の縮小」という現象である。「社会的空間の縮
小」は，交通手段の発達，交通網の整備と情報化の進展により，確実に進んでいる。
　しかし交通手段の発達，交通網の整備と情報化の進展は，同時に進むものではなく，そ
の性格も，普及の仕方も違う。「情報・交通テクノロジーの発達」という表現は，現実に
はかなり乱暴なまとめ方といわなければならない。
　「社会的空間の縮小」も当然均質に進むわけではない。情報・交通テクノロジーは，世
界中，そして国内中が均質に，発達するものではない。それが特に顕著なのは交通網の整
備である。そしてこの整備のイニシアティブを握るのは，国家権力と経済権力である。国
家は国家の範域で交通網の整備を考え，国家の枠組みを超える交通網の整備が課題となっ
た時には，自らの国家の利益をもたらす整備であるかどうかを検討しながら，進めるので
ある。そして，ここでの国家の利益とは，単純に資本の利益とは限らず，その時々の権力
の構成によって変化がもたらされるのである。我が国の全総の歴史を振り返れば，そのこ
とがよくわかる。
　下村は「グローバリゼーション」を地球規模での経済的統合化，文化的均質化と理解
し，地球規模での空間の均質化を強調する立場から，「通信・交通テクノロジーの発達を
基盤とした，資本，商品，労働力，情報などの国境を超えた『フロー』の量的増大」に言
及するが，より重要なのは「こうした量的増大に伴う空間編成の質的変容」であると述
べ，質的変容の重要性を強調している1）。
　しかし，量的にも質的にも「地球規模での空間の均質化」という理解は，理念的なもの
であり，決して現実に即したものではない。たしかに，資本がナショナルな枠組みを超
え，グローバルに展開することがより容易になった。これを可能にしたのは世界的な情報
ネットワーク化の形成であり，世界中どこででも，求める情報を入手することが可能にな
り，これにより世界的な文化伝達がこれまで以上に容易に世界化するようになった。しか
しこれはイコール「空間の均質化」ではない。交通網の整備は空間内に必ず疎と密な部分
を生じさせる。密な部分とは都市部であり，世界的視野で考えたときもっとも整備されて
いるのは世界都市内部と世界都市間ということなる。交通網の整備は，物理的空間におけ
る移動時間を短縮する（＝圧縮する）。この意味で「空間の縮小」を実現させる。
　他方，情報化の進展は，この縮小とは違う側面をもたらす。もちろん，情報化の進展一
般は，コミュニケーションにおいて物理的距離を縮小，というより無意味化する。
　例えば，スマホで他者とコミュニケーションをとっているのであれば，同じ市内の友人
と会話をするのと，海外の友人と会話をするのとでは，直接対面して会話をしないという
意味では，同質の会話である。私は他のところで，「ホームシックはなくなった」と述べ
たが，まさに金銭面を無視すれば，話し相手が世界中どこにいようと，日常と変わらない
コミュニケーションが可能な時代となっている。
　タイの情報環境は，日本より進んでいる側面を持つ。喫茶店ではどこでもWifiが無料
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で利用できる。facebookの利用者数は日本よりもタイのほうが多いという。特にバンコク
などの都市部では，日本の地方都市よりも圧倒的に情報環境が整備されている。光ファイ
バー網の整備が遅れてきた国々のほうが逆に，先進国より無線通信環境が整備されるとい
うことが生じうる。まだまだ情報環境が未整備な国も存在するが，多くの国ではあまり差
のない環境が整備されるに至っている。もちろん，整備が不十分な国の国内では整備状況
の格差が存在することを軽視してはならないが。
　コミュニケーション環境の変化は，移動の意味を変化させることにもなる。かつて他の
場所への移動（例えば就職や進学で地元を離れるという行為）は，それまでの人間関係を
（ほぼ）喪失することを意味した。よって，移動先で新たな関係を構築する必要があった
のである。しかし，現在は，どのような移動であっても以前の人間関係を維持し，他の場
所へ移動することが可能となったのである。
　シリア内戦に伴うヨーロッパへの大量の難民流入におけるこれまでにない現代的特徴
は，スマホが彼らの命綱であるという点である。彼らはスマホを活用し，家族や友人と連
絡を取り合い，様々な情報を共有しながら，移動を行っている。今後ヨーロッパ内に難民
のための施設等が建設されることとなろうがその時，すでに難民はネットワークを形成
し，ある種のコミュニティを形成している可能性が高い。今後そのコミュニティと地域住
民とのコミュニティとがどのような関係を持つのかは，大きな課題となろう。
　また，「社会的空間の縮小」は，これまでの資本蓄積，集中などといった既存環境の格
差が前提とされるということを忘れてはならない。一国内で都市間の序列が容易に変化し
ないのは，それまでの蓄積すなわち環境の差に起因するからである。
　もちろん都市の序列が全く変化しないということではない。情報網・交通網の整備，拡
大によって，都市の成長の在り方は大きく異なることになり，それにより都市の空間的優
位さが生じ，急速な拡大・変化を生じることもありうる。
　これはまた情報環境の整備が，情報に関して地域間格差を解消するということを意味し
ない。メディアで伝達される以前の情報，価値を創造し高める情報は，特定の都市・地域
に集中している。利益を生む情報は特定の場所に集中している。その意味で情報は偏在し
ているのである。また情報伝達の結節点となる機関も，偏在している。
　さらに，文化的均質化についても，世界の情報がより容易に伝達されたとしても，これ
が即ナショナル，ローカルな文化を駆逐するということではない。むしろ，ローカル，ナ
ショナルな文化が，世界化をするということもある。我が国の「オタク文化」はそのよう
なものとしてみることができる。その時，当然空間的な疎と密が生じる。「東京秋葉原」
という空間はそのような文化のまさに拠点であり，最も密な場ということにあろう。情報
の発信源は，リアルな関係から生まれ，人々が直接的に関係を持てる場を必要とする。
　資本の展開を見るならば，労働力，商品生産，流通，消費など，その資本が拡大される
ためにもっと適した場所を模索し，展開する。そしてそれは，単に経済的要因のみではな
く，政治的要因も加味される。日中関係の悪化に伴う「チャイナリスク」に対する対応
は，経済的要因のみで企業が工場立地を決定することができないことを意味している。こ
れもまた，空間的な疎と密を生む要因となり，そのように考えるならば，決して空間が均
質化されるということはない。下村が言うように「フローの増大は決して中立的で均質な
空間の中で進展するものではない」のである2）。
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　グローバリゼーションの進展の地域社会への影響は直接的であったり間接的であった
り，また急激であったり，徐々にであったりする。TPP交渉に対して北海道を中心とする
農業関係者が猛烈な反対運動を行うのは，地域産業への決定的なダメージが予測されるか
らであるが，そうでなくとも個別資本，企業はたとえそれが国内企業であっても，グロー
バリゼーションの影響を受けることとなる。
　我が国の自動車産業の世界化は，必然的に下請企業にも世界化を強いることとなる。タ
イ調査において，トヨタ関連企業の中小企業を訪ねたことがあるが，そこでの印象的な言
葉として「もっと早くトヨタとともに世界展開していたら，もっと成長できただろう」と
いうものであった。トヨタは世界化により，世界化に対応できる下請企業とそうでない企
業との実質的選別を行ったということもできる。
　グローバル化に対応できない企業は，取引の対象外となり，市場からの撤退を強いられ
る。久しぶりに訪れる地方都市で以前操業していた企業が閉鎖されている場面に出くわす
が，これはこのような世界的動向の一断面なのである。
　結局はその地域が，何らかの資源を有している地域であるのかどうか，あるいは何らか
の地域資源を創出することができるかどうかがナショナルだけではなく，グローバルな視
点からも問われる時代となっているのである。
　情報・交通テクノロジーの発達は，地方資本が直接海外と連携を持つ可能性を拡大させ
る点を軽視してはならない。この現象を数値で挙げるのは難しいが，それを裏付けるもの
としてこれまで地域のみを対象としてきた地方銀行が，海外に支社を持ち，企業展開をし
ている点に注目したい。大垣市に拠点を持つ地方銀行は海外拠点として，香港，上海，バ
ンコク，ホーチミンに駐在員事務所を設け，同じく岐阜に拠点を持つ銀行は，香港，上
海，シンガポール，バンコクに設けている。地方銀行でさえ，「世界展開」をしなければ
ならない時代だということを物語っている。
　また，外国人労働者（外国人研修生・技能実習生も含む）が地方へ流入している実態
も，地方への直接的影響としてみることができよう。
〈国家と地域との関係の変化〉
　国家と地域との関係の変化の第一は，「国民国家の枠組みの不明確化」というものであ
る。これは玉野の「国家を単位としたケインズ主義的な調整様式が機能不全」をおこして
いるという指摘と通じるものである。
　しかしながら，「国民国家の枠組みの不明確化」はイコール国民国家の衰退，と意味す
るものではない。
　ケインズ主義的調整様式の機能不全は，わが国の場合，地域間格差，地方・地域経済の
衰退という現象を発生させる。国家の財政は危機的状況であり，全国総合開発計画におい
て示されていた「国土の均衡ある発展」という理念は有名無実化し，「地方の自立」の名
のもとで，国家の不介入政策がとられることとなる。
　しかし，わが国と中進国・タイとは，おのずと成長戦略が異なる。先進国で有効性をな
くした方策が中進国では有効性を持ちうる。即ち，先進国，中進国，発展途上国の違いに
よって，国家レベルで重要な資源や戦略が異なることとなる。先進国においてはより科学
技術が重要な資源となりうるといったように。
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　だがここで，グローバリゼーションの進行により，1970年代までの単純な発展段階に
よる国家理解では十分に理解できない諸現象が発生してきた。その代表的な例が，「世界
都市」である。都市間関係が一層緊密さを増し，都市が成長の拠点となった。我が国では
あまり実感することがないが，中進国では，その主要都市が世界都市との関係を深め，同
時に成長は一定の富裕層，新中間層を形成することとなる。タイを例に見れば，首都・バ
ンコクの高層ビル街は東京に匹敵するものであり，地方中枢都市といわれてきた名古屋な
どと比較すれば，その成長度，経済的活気は格段の差を感じる。残念ながら訪問していな
いが，アセアン諸国の中心都市（例えば，シンガポールやジャカルタなど）の拡大も同様
であろうと想像できる。まさにグローバル資本主義の時代の中で，国家レベルでの中心都
市が成長の拠点となっている。
　しかし忘れてならないのは，中進国，発展途上国には重大な経済格差が存在し，貧困の
問題が残っている。バンコクでも依然スラムが存在し，貧困層は蓄積されている。同時に
中央と地方との格差拡大の問題も重大な問題である。
　ジェソップが述べるように，国民国家の役割が単純に縮小したという理解は必ずしも正
しくない3）。
　国家と地域との関係の変化で指摘すべき第二の点は，リスケーリングの問題である。先
に，リスケーリングとはいわば「政治的範域と権限の変更」であると指摘したが，グロー
バリゼーションの進行の中で，世界都市に代表されるように地域あるいは都市が直接的に
グローバルな動向と密接な関係を持つようになり，これまでの権限と範域を超えた展開が
求められることになる。メコン経済圏などの動きはこのようにとらえることができる。
　しかし，この動きは国家の承認の下でしか進まない。地域あるいは都市の利害だけでは
方向性を決定することはできない。メコン経済圏の発展はタイにとってみればタイ国全体
の利益と結びつく限りにおいて進められる。メコン経済圏の展開は，その意味で，国民国
家の枠組みは依然維持されているということができる。（もちろん，中国や他のメコン関
係諸国はそれぞれの思惑でこの経済圏形成のための交通網整備などの環境整備を進めるこ
ととなろう。その意味で，タイ国の思惑通りなるわけではなく，それぞれの関係諸国の思
惑と行動の総和によって，今後の動きが左右されるのである。）
　他方，グローバリゼーションの進行の中で，国家と国家間の枠組み自体を見直すこと
が，自らの国家と全体地域の成長と結びつくものと考え，権限の変更を行うのも一つの方
向性である。これは，国家を超えた地域全体で，それに対応した最も適切な政治的範域と
権限の在り方が模索される中で，一定の合意が形成されたときにその変更が実現する。
ヨーロッパの EU統合はその一つの例であろう。また，アセアンの経済圏形成の動向など
もこのようなパターンの一つとみることができる。しかし，そこにおいても地域間格差
（この場合は，国家間格差）が発生し，不満を持つ国家が存在しうるし，現に EUの中に
離脱の動きをうかがわせる国家もある。
　リスケーリングを「政治的範域と権限の変更」と考えるならば，地方分権を求める運動
なども，同一の性格を持つものとみることができる。
　国家依存の成長戦略に期待を持つことが困難になった地域では，自らの成長戦略を練る
必要に迫られる。これは同時に必要とあれば，リスケーリングの動きとなる。リスケーリ
ングは，いわば政治的範域と権限の変更によって，新たな政治的領域でその領域にふさわ
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しい成長戦略を練り，実践し，成長を図ろうというものである。
　このように考えると大阪「都」構想はある意味，現代日本におけるリスケーリングの試
みの一つとみることができる。ヨーロッパにおけるリスケーリングの動きが国家の枠組み
を超えるという形で進められてきたのに対して，国境を海上に持つ我が国では，ヨーロッ
パのような動きは容易ではない。これは交通網の整備においても，簡単に縮小するもので
はないのである。
　必然的に我が国のリスケーリングによる状況打開の動きは，国内に向けられる。大阪
「都」構想は，大阪市と大阪府との二重行政に対する不満が出発にあるが，同時に大阪経
済の地盤沈下を打開する方法を政治的に見出そうという試みだと見るほうがより適切であ
ろう。要は二重行政の解消の名のもとで，財政と政策を一元化し，より効率的な資本投下
を図りたいというものとみることができる。
　しかし，これはこれまでの範域の中で財政と政策が積極的に展開される地域とそうでは
ない地域との「地域間格差」を生じさせる可能性をはらんでいる。大阪市民の判断はこの
点を曖昧にした「都」構想推進派への回答だったのであり，「合意形成」に失敗したので
ある。
　先に指摘したが正確には「国民国家の枠組みの不明確化」と「ケインズ主義的調整様式
の機能不全」は同一ではない。国民国家はケインズ主義的調整様式の単位としては機能を
低下させ，国民に不満をもたらすことになるが，国家の範域での政策は依然重要な意味を
持つ。タイなどの工業化段階資本主義国家においてそれは顕著である。
　国家の範域において権限と財源を握る国家が，その権限と財源を地方・地域に移譲する
ことは容易ではない。我が国において「道州制」の議論が登場してかなりの年月が経つ
が，なかなか具体化が進まないのは，国家が権限と財源の移譲に必ずしも積極的ではない
ことは容易に想像がつくであろう。大阪「都」構想は最も重要な権限の部分で，国家との
関係において明確な展望が示されることはなかった。
〈地域ガバナンスの問題〉
　地域におけるガバメントからガバナンスへの流れは，これもまた「政治的範域と権限の
変更」の一つの現象形態ということができよう。しかし，この流れはガバメントの側から
見るならば，避けることができれば避けたい流れである。なぜなら，ガバメントの有する
権力・権限を一部他へ譲渡することを意味するからである。世界的にみるならばヨーロッ
パの地方分権化など顕著であるが，我が国においては必ずしもはっきりとした動きとなっ
ているわけではない。この流れは権力と権限のあり方をめぐる住民の運動などの結果であ
り，せめぎあいの中で生まれた流れであることを確認しておかなければならない。
　権力と権限の変更の中で，この変更をより効果的に機能させるために「範域」の変更が
必要となる。この意味で「政治的範域と権限の変更」の一つの表れとみることができる。
そしてこの「政治的範域と権限の変更」を求める動きの背景には，経済的な負担軽減など
があることは言うまでもない。
　この場合の「政治的範域」は，リスケーリングのような物理的，地理的範域ではない
が，政治が担う領域＝範域と考えるならば，質的な範域の変更を意味していると理解でき
よう。
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　ローカル・ガバナンスへの移行は，地域の自律的展開の可能性を切り開く。しかし，そ
れは決して能動的に自律的展開をしようというのではなく，受動的に展開を求められる場
合が多い。それは，グローバリゼーションの進展の中で地域が国家任せ，あるいは行政任
せの限界を露呈しているということでもある。
　末良によれば，ジェソップ，コリン，ポールの議論では，ローカル・ガバナンスの構成
要素を次の５つとしている4）。
　①主体
　②戦略
　③戦略の対象
　④土俵
　⑤戦略に伴う物質的／非物質的利害・利益
　ジェソップらの議論で示されていることは，地域の課題により，ローカル・ガバナンス
のありかたもまた変化をするということである。ここでいう土俵，つまり範域は，その課
題によって決定される。また，当然戦略，その対象も課題によって変化し，主体さえ，課
題によって変化をする。課題によって，利害関係者となりうる団体等を，主体のメンバー
に組み入れ，そこで動員できる資源，すなわちここでいう⑤物質的／非物質的利害・利益
も異なるのである。
　つまり，地域ガバナンスは，自明的に決定されるものではない。つまり，地域にどのよ
うな課題が存在し，その課題を解決，あるいは改善するための手法としてどのような手法
が最適で，同時に，どのような範域で，どのような権限を保持しながら，ガバナンスを行
うことが最も有効かによって「地域」の範域を決定する。その時，既存の政治的範域，行
政的領域，例えば県や市町村の領域が一定の意味を持つことは否定できない。なぜなら，
これらの領域で一定の蓄積がなされているからである。しかし，ヨーロッパの例を見るな
らば，必ずしもその範域を超えた，より有効な戦略が提起されるのであれば，ローカル・
ガバナンスの範域も変更可能だということがわかる。
９．地域ガバナンスによるまちづくりの可能性
〈ガバナンスによるまちづくり──「参加」と「同意」〉
　地域のガバメントから地域ガバナンスへ，というときそこでの決定的違いは「参加」と
「同意」の在り方である。これまでのガバメントによる課題解決が困難に直面した場合，
一つの戦略としてそれ以外の地域団体，組織を動員し，主体化することが有効な戦術とな
る。これがガバナンスである。この「参加」と「同意」は「意思決定過程」と「実行過
程」において行われる。それは次のように整理されよう。
１）意思決定過程（施策の立案・計画段階と決定段階）
　この過程における「参加」と「同意」は，諸団体が合意形成へ参加することにより，多
様な意見を反映できる可能性が広がる。しかし，これは必ずしも合意形成の容易さを意味
しない。ガバメント側からすれば，意思決定のイニシアティブを手放すことはなく，その
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ために，形式だけの「参加」ということもありうる。
　しかし，形式的な参加であろうとも，住民参画の機運が形成されうる。よって，ガバメ
ント側は意思決定の枠組みと合意形成のプロセスに常に注意を払うこととなる。
２）実行過程──「住民参加」による実現
　実行過程における「住民参加」は，一方で住民の行政への参加意識の向上と結びつく。
他方で，行政側から見れば公共の財政負担の軽減に結びつく。住民団体，組織が人的資源
等を供出してくれることにより，行政の財政負担は当然軽減される。
　また，これら意思決定過程，実行過程に住民組織等が参加することにより，責任の共有
化が行われる。つまり，権限の委譲＝責任の共有化でもあるのである。
　それではなぜ，ガバメントからガバナンスへのという変化が生じるのか。その背景の一
つには，行政の諸施策の重点の変化を指摘しておかなければならない。つまり「公共政
策」の質的変化である。
　それは第一に，物的整備の限界（「箱モノ」行政に対する批判），財政負担増加の限界が
ある。地域を大きく活性化できるような物的まちづくり，活性化は小さな地域の単位ほど
困難である。例えば夕張市の財政破たんの理由はテーマパーク建設などへの過剰な資金投
下であった。
　第二は，ソフト面での政策の充実が一層求められる時代となったという点である。福
祉，教育など，社会的要求の増加に加え，新たな課題として「まちづくり」「活性化」が
登場し，従来の地域行政の手法では対応できない課題が噴出してきたからである。
　地域間競争の激化の中で，たとえそれが「鼻の差」による競争であっても，地域の何ら
かの魅力づくりに取り組まざるを得ないのである。キャラクター制作による地域おこしの
例はその最たるものであろう。（現在では数が多すぎ，ほとんど無意味化しつつあるが）
　街づくり，活性化の課題への対応が，地域ガバナンスを必要とする最も根底にある理由
であろう。
〈地域資源動員としてのまちづくり〉
　先に内発型地域資源動員による地域活性化の事例としてツーリズムを検討したが，そこ
での重要な検討課題として，地域資源の所有，利用，管理の在り方が俎上に上ることを示
した。特に観光資源が特殊な性格を持つことも指摘した。
　しかし，地域資源の所有，利用，管理の在り方は，観光資源に限られた話ではない。地
域の在り方を決定するのが，地域のガバメントから地域ガバナンスに移行するとき，ガバ
ナンスが運用する地域資源の在り方，つまり所有権，利用権，管理の問題が重要な問題と
なる。
　これまで述べてきたように，地域再生は容易ではない。なぜなら，グローバリゼーショ
ンの進行の中で，各地域は，世界の中で戦略を持たなければならない。しかも，現実には
それを実現するための資源も十分でなく，我が国においては国家へ期待することも困難で
ある。
　国に頼ることが困難である以上，地域は自らの内発型地域資源動員を模索せざるを得な
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い。しかし，我が国ではこれまでの地域資源動員の物的環境整備では，限界が見え始めた
といってもよい（何度も繰り返すが，これが有効な国も存在する）。それでは新たな資源
として注目されるものは何であろうか。それは，ひとつには，ソフトな地域資源というこ
とになろう。いわば，地域資源動員のソフト化が今後の傾向となろう。
　第二は，これまでほとんど問題とされてこなかった，所有，利用，管理の問題がより一
層中心的な課題となろう。これはローカル・ガバナンスへの移行に伴うだけでなく，これ
まで私的論理あるいは公的論理に基づいた，所有，利用，管理が限界を迎えている，そう
いった場面が増加しているからである。私的論理に任せた利用，管理では破壊的な結果を
もたらす場合がよくある。観光開発に伴う地域環境破壊はその例である。
　第三に，このときカギを握るのは，地域住民の意識と自覚ということになろう。例え
ば，観光資源を例に考えるならば，歴史的建造物，歴史的環境の維持，伝統的行事などの
維持のカギを握るのは，「住民の自覚」（意識）である。もちろん，一方で歴史や伝統の
「商品化」という側面はある。しかし，他方で「自分たちの地域の伝統を守る」という意
識が重要である。つまり，住民の参加，動員に必要なものの一つは，「住民の自覚」（意
識）がカギを握るのである。
　住民参加とは，ある面，住民自らが自らの時間と能力を，外部（公共）へ，組織的に提
供することを意味する。これがなぜ可能となるのか？ ここで重要となってくるのが，住
民個々人ではなく，集団，組織としての住民のあり方である。このとき，次の三点が重要
な検討課題となろう。それは第一に住民組織の凝集力である。それを測る指標も検討され
なければならない。また，住民組織の凝集力を高める要因を検討する必要がある。この点
にかかわる問題として，地域に存在する共有されている地域資源，すなわち共有資源の存
在を検討する必要がある。これは，森林資源や湖沼，入会地など共有地の存在，そしてそ
の共同所有，共同利用，共同管理の在り方も問わなければならない。
　第二は，地域リーダー群の問題である。その資質，特性，階層などどこがヘゲモニーを
握っているのかが問われなければならない。
　第三は，これらの議論と深くかかわると思われる「ソーシャル・キャピタル」の議論も
検討されなければならない。
　このような地域の在り方を検討するうえで，現代のツーリズムと地域の在り方は，多く
の示唆を与えてくれるのである。
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